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コンサルテーション事業報告 

事 業 の 名 称 教育政策分析支援事業 事 業 代 表 者 青木栄一 

対 象 教育政策に関する実務家（行政機関・報道機関） 

目 的 と 内 容 

本事業は、教育に関する政策科学的研究の成果と知見を教育行政及び

関連領域の実務の場に還元することを目的とする。 

実務家が直面する課題について、その発見、認識、解決の選択肢の構

想、意思決定、評価等に関する支援を行う。 

ひいては、日本で求められているエビデンスに基づいた教育政策の推

進を担う人材を育成する基盤の一つとする。 

①アウトリーチとしての研究紹介 

各研究方法を用いた教育政策研究を紹介した。 

②政策課題分析支援 

対象の直面する課題を聴取し、それらの解決に参考となる学術的情報

を紹介するとともに専門的助言を行った。 

実 施 日 

および 

実 施 回 数 

4 月、5 月、6 月（5 回）、7 月、8 月（2 回）、10 月（2 回）、11 月、1
月、2 月（2 回） 

実 施 場 所 主としてオンライン 

主なスタッフ 

福田亘孝（教育政策科学コース） 

島一則（教育政策科学コース） 

青木栄一（教育政策科学コース） 

後藤武俊（教育政策科学コース） 

井本佳宏（教育政策科学コース） 

神林寿幸（明星大学） 

人 数 

6 
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ス タ ッ フ の 

活 動 内 容 

4 月 立法機関 

・教員給与法制について情報提供した。 

5 月 行政機関 

・不登校対策について研修講師を務めた。 

6 月 立法機関・報道機関 

・教員給与法制、就学事務について情報提供した。 

7 月 行政機関 

・学校の働き方改革について研修講師を務めた。 

8 月 行政機関 

・不登校対策について研修講師を務めた。 

10 月 報道機関 

・学校の働き方改革・不登校対策について情報提供した。 

11 月 行政機関 

・不登校対策について研修講師を務めた。 

1 月 報道機関 

・高校教育改革について情報提供した。 

2 月 報道機関 

・学校の働き方改革について情報提供した。 
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コンサルテーション事業報告 

事 業 の 名 称 木曜会 事 業 代 表 者 工藤与志文 

対 象 学校教員、他大学の教員、教育実践研究に携わる大学院生 

目 的 と 内 容 

主として小学校算数・理科、中学校理科の教材研究、授業検討をと

おして、学校における授業の現状と課題を分析するとともに、効果

的な授業プログラム・教材を開発し、その成果とノウハウを現場の

教員、教職科目担当教員、本研究科教員および大学院生とで共有す

ることにより、地域教育現場における授業の質的向上と大学院学生

の研究能力向上をめざす。 

実 施 日 

および 

実 施 回 数 

原則として，木曜日  11 回 

実 施 場 所 文系総合研究棟 701 室 

主なスタッフ 

荒井 龍弥 (仙台大) 

小石川秀一 (極地方式研究会) 

工藤与志文  (本研究科) 

佐藤 誠子  (本研究科) 

小野 耕一（仙台市立愛宕中学校） 

河野大空見（仙台白百合小学校） 

蛯名 正司（会津大学） 

渡邉 大輔（東京都市大学） 

舛田 弘子（札幌学院大学） 

人 数 

9 名 
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